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はじめに 

研究開発の評価は、研究開発活動の効率化・活性化、優れた成果の獲得や社会・経済への還元等

を図るとともに、国民に対して説明責任を果たすために、極めて重要な活動であり、このため、経

済産業省では、「国の研究開発評価に関する大綱的指針」（平成２８年１２月２１日、内閣総理大臣

決定）等に沿った適切な評価を実施すべく「経済産業省研究開発評価指針」（令和７年４月改正）

を定め、これに基づいて研究開発の評価を実施している。 

経済産業省において実施している「低レベル放射性廃棄物の処分に関する技術開発委託費」は、

原子力発電に伴って発生する低レベル放射性廃棄物のうち、放射能レベルが比較的高い廃棄物を対

象とする中深度処分（地下 70m 以深）に関し、地下空洞型処分施設の閉鎖後の人工バリアの長期健

全性を確認するためのモニタリング技術を開発し、中深度処分事業の円滑化を図ること、また、今

後廃炉の本格化に伴い発生量の増加が見込まれるクリアランス金属に関し、廃炉の円滑化や資源の

有効活用の観点から、適切な再利用手法の実証及び確立を通じ、更なる再利用の促進を図ることを

目的として、１９８７年度より実施しているものである。 

今般、外部評価者から本事業に係る事業実施の意義・アウトカム（社会実装）達成までの道 

筋・目標達成状況・マネジメントの妥当性について経済産業省研究開発評価指針に基づく標準的評 

価項目・評価基準を踏まえて評価いただき、その評価結果としてとりまとめられた「低レベル放射

性廃棄物の処分に関する技術開発委託費 中間評価報告書」の原案について、産業構造審議会 イノ

ベーション・環境分科会 イノベーション小委員会 評価ワーキンググループ（座長：鈴木 潤 政策

研究大学院大学教授）において審議し、了承した。 

本書は、これらの評価結果を取りまとめたものである。 

２０２５年５月 

産業構造審議会 イノベーション・環境分科会 

イノベーション小委員会 評価ワーキンググループ
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【事業情報】 

事 業 名 

予算事業 ID：003811 

低レベル放射性廃棄物の処分に関する技術開発委託費 

 

【上位事業：最終処分を含むバックエンドプロセス加速化事業】 

担当部署 経済産業省 資源エネルギー庁 電力・ガス事業部 放射性廃棄物対策課  

事業期間 

1987 年度～ 2029 年度（予定） 

中間（2003 年度、2004 年度、2005 年度、2006 年度、2007 年度、2008 年度、2010 年

度、2013 年度、2016 年度、2019 年度、2022 年度、2025 年度）、終了時（2030 年度

（予定）） 

予 算 額 2020 年度 2021 年度 2022 年度 2023 年度 2024 年度 総額 

 （予算） 1.80 億円 2.16 億円 2.16 億円 2.16 億円 2.16 億円 
（繰越し分を含む） 

10.08 億円 

 （執行） 1.77 億円 2.12 億円 2.12 億円 1.79 億円 2.16 億円 9.60 億円 

上位施策及

び KPI 
第 7 次エネルギー基本計画：V. 3. (3) ② (ウ) (c) 円滑かつ着実な廃炉の推進 

事業目的  

原子力発電に伴って発生する低レベル放射性廃棄物のうち、放射能レベルが比較的高

い廃棄物を対象とする中深度処分（地下 70m 以深）に関し、地下空洞型処分施設の閉

鎖後の人工バリアの長期健全性を確認するためのモニタリング技術を開発し、中深度

処分事業の円滑化を図ることを目的とする。また、今後廃炉の本格化に伴い発生量の

増加が見込まれるクリアランス金属（放射能レベルが極めて低く、人の健康に対する

影響を無視できるレベル以下のものとして、原子力規制委員会の確認を受けたもの）

に関し、廃炉の円滑化や資源の有効活用の観点から、適切な再利用手法の実証及び確

立を通じ、更なる再利用の促進を図ることを目的とする（※クリアランス金属に関す

る事業は 2024 年度以降は別の調査事業として実施。） 

事業内容 

下記の内容の研究開発を実施。 

① 地下空洞型処分調査技術高度化開発  

中深度処分の規制基準（2021 年 10 月）では「複数の施設設計の案を比較検討

し、放射性物質の移動を抑制する性能に優れた設計を策定すること」や「埋設の

終了後 300～400 年程度の廃棄物埋設地の外への放射性物質の漏出の防止」等が

求められている。本事業では、2024 年度までに、それらを支援する要素技術と

して、応力解放法により 3 次元初期地圧を測定できる装置の試作・実証やモニタ

リング技術を開発した。2025 年度以降は、これらの要素技術について、実際の

試験空洞での適用性確認や改良を進め、事業者が調査・設計において活用できる

ように、体系化を図る。 

② 原子力発電所等金属廃棄物利用技術確証試験（2023 年度まで実施） 

クリアランス金属※に関し、住民理解や風評被害への懸念、トレーサビリティの

確保や分別管理の運用について具体的な方法が確立されていないことが課題とな

っていた。2021 年度から 2023 年度にかけてクリアランス金属の加工実証とし

て、東海発電所、ふげん、浜岡原子力発電所より調達したクリアランス金属を用

い、中間資材であるインゴット等の製造と、それを用いた一般製品の製造と電力

業界外で再利用（公的施設等に設置・使用）を実施し、連続鋳造した際の安全性

や加工プロセスを確認した。また、電力事業者と協力して国としても理解活動を
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促進し、2024 年 10 月時点で 19 都道府県で約 5,900 個のクリアランス物の再利

用を実施した。 

※クリアランス金属：クリアランス制度による確認を受けた金属 

アウトカム指標 アウトカム目標 
達成状

況 

短期目標 

2024 年度 

① 将来建設される中深度処分施設

の人工バリアや周辺岩盤の長期

に亘る機能を確認する技術や方

法論を開発するために必要な延

べ検討項目数 

規制基準に対応する基礎的技術の開

発の 

実施項目数／15 件－ 

達成 

② クリアランス金属の適切な再利

用手法の確立に必要な検討項目

数 

再利用手法の確立のために対応すべ

き技術開発の 

実施項目数／3 件 

達成 

長期目標 

2029 年度 

① 中深度処分に関する技術開発の

達成件数 
技術開発の達成件数／1件 達成見込 

クリアランスの実証事業について、2023 年度まで低レベル放射性廃棄物の処分に関

する技術開発委託費で実施してきたが、技術開発が終了し、今後は社会定着に向けた

再利用先の拡大や理解活動の促進を行う必要があることから、放射性廃棄物共通技術

調査等委託費にて実施。 

アウトプット指標 アウトプット目標 
達成状

況 

中間目標 

2024 年度 

技術開発により得られた成果の外部

発表数 

 外部発表数目標値:設定なし 

 研究開発成果を積極的に発信しつ

つ、査読付き論文の掲載等による

信頼性の向上を図る。 

 国際的な情報発信も積極的に行

う。 

28 件（う

ち査読付論

文掲載数 1

件、国際学

会発表 1

件）の外部

発表により

研究成果を

発信し、開

発した技術

の信頼性向

上に務め

た。 

最終目標 

2029 年度 

低レベル放射性廃棄物処分事業の円

滑な推進などに必要な技術件数 
 技術件数／1件 

技術件数：

達成見込み 

マネジメント 

外部評価委員会（外部）：研究開発項目ごとに設置。実施内容や今後の方向性につい

て助言するとともに、年度ごとの報告書のレビューを実施。 

事業継続審査（外部）：研究開発項目ごとに毎年度実施。外部専門家等で構成される

第三者委員会で、事業継続の妥当性を審査。 

プロジェクトリーダー等 

① 公益財団法人原子力環境整備促進・資金管理センター 藤原 啓司 

東電設計株式会社 押部 甚一 

② 株式会社ピー・ティー・ピー 福嶋 輝彦（2022 年度） 

株式会社三菱総合研究所 江坂 淳二（2023 年度） 

実施体制 METI ⇒ 民間企業等（下記） 
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研究開発項目①  
［委託］公益財団法人原子力環境整備促進・資金管理セ

ンター、東電設計株式会社 

研究開発項目②  

［委託］株式会社ピー・ティー・ピー（2022 年度）、株

式会社三菱総合研究所（2023 年度） 

※2024 年度以降は調査事業に移行 
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第１章 評価ワーキンググループ委員からの評価結果 
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１．評点法による評価結果  

 

 
 

≪判定基準≫ 

A：評価基準に適合し、非常に優れている。 

B：評価基準に適合しているが、より望ましくするための改善点もある。 

C：評価基準に一部適合しておらず、改善が必要である。 

D：評価基準に適合しておらず、抜本的な改善が必要である。 

（注）評点は A=3、B=2、C=1、D=0 として事務局が数値に換算・平均して算出。 

  

評点

(1) 本事業の位置づけ・意義 A A A A A A A 3.0

(2) アウトカム達成までの道筋 B A B A B B B 2.3

(3) 知的財産・標準化戦略 A B A A A B A 2.7

(1) アウトカム⽬標及び達成⾒込み B A B A B B B 2.3

(2) アウトプット⽬標及び達成状況 B B B B B B A 2.1

(1) 実施体制 A A B A B A A 2.7

(2) 受益者負担の考え⽅ A A B A A A A 2.9

(3) 研究開発計画 A A B A B B A 2.6

評価項⽬・評価基準

１．意義・アウトカム（社会実装）達成までの道筋

２．⽬標及び達成状況

３．マネジメント

評価WG委員の評価
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２．評価コメント 

本項では、評価ワーキンググループ委員からのコメントを列記している。 

（１）意義・アウトカム（社会実装）達成までの道筋

【肯定的意見】 

国が主導的に技術開発に関与することは妥当である。（秋澤委員）

本事業は、公益性が極めて高く、国民全体の利益から見ても重要な課題であることに鑑み、将来像

や上位のプログラム及び関連する政策・施策での位置づけにつき、明確に示されていると思料す

る。（上條委員）

経済的価値のみならず、社会課題の解決、公益的にも意義がある事業ものなので、国が取り組む意

義があると思料する。（上條委員）

現実の廃炉プロセスが全国で進みつつあることから、技術の確立と民間への移転および規制基準と

認証プロセスの確立に対して、国が責任を持ってタイムリーに進める必要があるという認識は適切

であると考える。（鈴木委員）

社会的にも重要な課題であり、政府重点課題として推進する必要のあるプロジェクトである。（竹

山委員）

放射性廃棄物処分は、公益性が極めて高い事業であり、かつ、国が研究開発を進めることを通して

事業を推進することが不可欠であると考える。その中で、いくつかの重要なテーマに注力をして事

業の目的等を設定して進めているものと評価している。（德永委員）

本事業の必要性は明確に示されており、前回評価に対する対処方針も示されている。その中には、 

2021 年 10 月に策定された中深度処分の規制基準も含まれており、これらをもとに研究開発工程の

見直しが実施されるなど、適切に対応が採られている。引き続き成果を期待したい。（浜田委員）

「廃止措置の円滑な推進」に向けて、低レベル放射性廃棄物の処分およびクリアランスの推進は不

可欠であり、それらの実現に向けた研究開発が実施されている。（渡邉委員）

【問題点・改善点・今後への提言】 

アウトプットの記述から技術開発の成果目標が読み取れない。アウトプットがアウトカムをサポー

トするつながりが読み取れる表現に見直しが必要である。（秋澤委員）

評価項目１．（3）の知的財産、標準化戦略について、評価を行うために必要な情報が十分開示いた

だいていないように思料する。前提とされる必要な情報を国内外から収集し、知財、オープン・ク

ローズ戦略へ対応する基盤を整備されている点は評価されるが、具体的な戦略について詳細を提示

いただきたかった。（上條委員） 

中深度処分の実施主体やサイト選定が進んでいないという現状は非常に懸念される。その点でアウ

トカム達成までの道筋が、いまだに不明確であると言わざるを得ない。（鈴木委員）

国際連携のもとで社会実装へとつなげる道筋については、常に点検・評価できる体制を強化する必

要がある。オブザーバーの参画は必要であるが、その人選については十分に慎重な検討が求められ

る。（竹山委員）

低レベル放射性廃棄物処分システムとしての実装が最終的に必要な中、研究項目として進めている
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個別の要素技術をどのように体系化していくのかといった点をより明確にした研究開発が進むこと

を期待したい。（德永委員） 

アウトプット、アウトカムの設定の仕方が成果を見えにくくしている。将来像に向けて、いつまで

に何を達成すべきかがわかるような目標設定をお願いしたい。（浜田委員）

知財・標準化戦略について、方針として異論はないが、本事業において、達成状況を評価するうえ

で参考にできる記述がほしい。逆に、達成状況の項目に、規制当局との対話等に関連する記述があ

ればそれでもよいと思う。（浜田委員）

低レベル放射性廃棄物の処分に関して、国内外の技術的課題の全体像を示した上で、本事業での研

究開発内容の位置づけが説明されていると、事業内容の重要度などがよりわかりやすくなると思

う。（渡邉委員）

アウトカムである「廃止措置の円滑な推進」のためには、中深度のみでなく、ピット、トレンチの

処分施設の整備も必要であり、L2、L3 廃棄物の管理に関する課題・それらの解決に向けたアプロー

チについて。対応済み、解決済みのものも含めて、全体像が説明されていると良い。（渡邉委員）

同様に、クリアランス対象物として、廃止措置の進展に伴ってコンクリートも発生してくるため、

コンクリートの対応策についても示されていることが望ましい。（渡邉委員）

クリアランスについては、この事業での取り組みの内容が、高レベル、低レベルを通して他の事業

と異なる部分が多く、この内容・方法が国民理解の醸成に向けて効果的であったのか、改善する必

要のある分野があるのか、クリアランス以外の放射性廃棄物管理に関する事業への展開の可能性が

あるのかといった事柄についての総括があると良い。（渡邉委員）

（２）目標及び達成状況

【肯定的意見】 

クリアランス金属の安全性・加工プロセスを確立でき、再利用を実証したことはアウトプットとし

て評価できる。ベンチ等からより一般的な利用に拡張することを期待する。（秋澤委員）

アウトカム指標・目標値の適切な見直し等は行われていると思料する。（上條委員）

クリアランス金属の再利用が進みつつあることは、本事業のアウトカムの一つとして評価すること

ができると考える。（鈴木委員）

計画した内容は、順調に達成されている。（竹山委員）

計画に沿って目標とした実施件数や外部発表数については、達成したものと思われる。また、今後

についても、達成見込みとなっており、全体として本事業そのものは適切に実施されていると考え

る。（浜田委員）

技術的な側面では、順調に成果があげられている。（渡邉委員）

【問題点・改善点・今後への提言】 

アウトカムは達成すべきマイルストーンが対象であり、技術開発の達成件数は指標として不適当と

考えられる。（秋澤委員）

アウトプットは具体的な技術的達成度となるべきである。外部発表数や技術件数の指標では技術開
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発の質的達成状況が把握できない。（秋澤委員） 

アウトプット目標及び達成状況については、一定の評価はできるが、論文発表はなされているもの

の、特許出願件数などの数値が出ておらず、オープン・クローズ戦略に基づいた戦略とアウトプッ

トの関係性が明確に見えてこないと思料する。（上條委員）

高レベル廃棄物処分の事業と同様に、アウトカム指標や目標は「～するために必要な検討項目数」

などの表現になっているが、研究開発の指標や目標としては不適切である。また、アウトプット指

標が「成果の外部発表数」となっているが、実際の研究開発のアウトプットは「堆積岩用計測装

置」や「設計オプションの立案」であったように見える。これらについて、どのような性能の装置

や設計オプションが必要で、それらがどのようにして達成されたのかを明示していただきたい。ま

た、次年度以降の計画に適切な表現として反映されることを期待する。（鈴木委員）

リスクコミュニケーションを含む社会受容に向けた積極的なアクションについては、本事業単独あ

るいは他事業との連携のもとで、確実に取り組むべきである。また、クリアランス金属の実用化に

あたっては、社会実装の観点から費用対効果、特にコスト構造についても十分な検討を行うことが

求められる。（竹山委員）

最終的な目標である低レベル放射性廃棄物処分システムに対するアウトカム、アウトプットといっ

た視点からの指標・目標を設定することがあってもよいように思う。そのような指標・目標の設定

の試みそのものが、システムとしてのパフォーマンスに期待する技術における研究開発の方向性を

自律的に位置付ける重要な活動の一つになるという見方もあると思う。（德永委員）

アウトプット、アウトカムの設定を見直す必要があると思う。アウトカム目標については実施した

かどうかのみをカウントしており、アウトプット目標についても発表数のみであり、技術水準がど

こまで向上したのかが判断できない。報告を見ると、内容的には適切に実施されているものと思う

ので、各課題がどの程度クリアされたのかを示す工夫をしていただきたい。（浜田委員）

クリアランス対象物に関しては、運用が始まっていることは評価されるべきだが、実施範囲がベン

チ等相当狭いものとなっており、「より需要規模の大きい建材加工」に向け技術的な課題が残って

いるのか確認いただくとともに、広報を含めたより広い適用を進めるための課題整理をお願いした

い。科学的に安心感を醸成する方法など、研究開発の立場からできることがあるのではないか、最

終報告までに盛り込まれることを期待したい。（浜田委員） 

クリアランス事業のアウトプットについては、事業内容が他と異なり、論文数などでの評価が難し

いが、社会的意義などを定性的に評価できると良い。（渡邉委員）

「1．意義・アウトカム達成まで道筋」と関係し、必要な技術開発分野の全体像(L1、L2、L3 それぞ

れについて、既知のもの、未知のもの、優先順位)などの全体像の中にアウトプットが示されてい

ると、その意義がよりわかりやすくなると思う。（渡邉委員）

（３）マネジメント

【肯定的意見】 

クリアランス金属について目標を達成し終了したことは評価できる。次の一般的な利用の開拓はど

のように進めていくのか。（秋澤委員）

実施体制、受益者負担の考え方、研究開発計画については、具体的な内容が示されており、評価基
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準を満たしていると思料する。（上條委員） 

クリアランス金属の再利用に向けた道筋がはっきりしつつあり、研究開発プロジェクトとして次期

以降は継続しないという判断は適切なものであると考える。（鈴木委員）

計画を着実に進められている。（竹山委員）

実施体制は適切に構築されており、採択プロセスや進捗管理体制からみても、適切にマネジメント

されているものと思われる。クリアランス金属の再利用に関して、有識者検討委員会を設置して進

められたことも望ましい体制であると言える。（浜田委員）

適切にマネジメントが行われている。（渡邉委員）

【問題点・改善点・今後への提言】 

中度処分に関しては、閉鎖後のアクセス可能性や数 100 年にわたる管理・モニタリング継続の観点

から、ある意味地層処分以上に国民理解や地元理解の推進が重要になるものと考えられる。また、

クリアランス廃棄物をフリーリリースするのであれば、国民理解を一層進める必要があると考え

る。このため、高レベル廃棄物処分事業と同様に、他の機関やプログラムに「高レベル廃棄物処分

の評価項目１」で示したようなテーマの設定と外部評価委員会が設置されていないのであれば、本

事業内での設置を検討することも必要ではないかと考える。（鈴木委員） 

成果報告をもっと積極的に推進する。（竹山委員）

中深度処分における課題を抽出して研究を進めているが、どのようなプロセスを通して項目を選定

したのか、また、その見直し等をどのように行うのかといった視点からの研究開発の在り方もぜひ

検討を継続して行っていただきたい。（德永委員）

低レベル放射性廃棄物処分は、世界各国における課題となっており、その中には共通したものも少

なくない。そのような視点から、日本における研究開発がどのように国際的に貢献しているのか、

また、国際的な協調を通して日本の事業推進にも資するような体制を構築するにはどのようなマネ

ジメントがありうるのかといった検討を通して、国際協調下での事業という観点も意識されてもよ

いと思う。（德永委員）

予算、体制ともに、高レベルと比べると小規模であるため、すでに前回評価で指摘されたとおり高

レベルに適用されている技術を応用するなど、引き続き柔軟に進めていただきたい。（浜田委員）

実際に処分場を選定し、処分を実行するまでにはまだまだ課題があると思われるので、今後の課題

設定が特に重要である。今回提示された計画では具体的なところが示されていないので、アウトプ 

ット、アウトカムの設定も含め、マネジメントの強化をお願いしたい。（浜田委員）
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３．評価コメントに対する対処方針 

 

（１）意義・アウトカム（社会実装）達成までの道筋 

問題点・改善点・今後への提言 対処方針（素案） 

＜アウトカム・アウトプットの設定について＞ 

 中深度処分の実施主体やサイト選定が進んでい

ないという現状は非常に懸念されます。その点

でアウトカム達成までの道筋が、いまだに不明

確であると言わざるを得ない。（鈴木委員） 

 アウトプットの記述から技術開発の成果目標が

読み取れない。アウトプットがアウトカムをサ

ポートするつながりが読み取れる表現に見直し

が必要である。（秋澤委員） 

 アウトプット、アウトカムの設定の仕方が成果

を見えにくくしている。将来像に向けて、いつ

までに何を達成すべきかがわかるような目標設

定をお願いしたい。（浜田委員） 

 低レベル放射性廃棄物の処分を円滑に進めて

いくためには、種々の検討項目を段階的に達

成する必要があり、着実に各検討項目を実施

することで信頼性のある技術が構築されると

考え、本事業では各種技術開発を実施する上

で必要な検討項目数をアウトカム指標に、達

成技術件数をアウトプット指標に設定してい

た。 

 ご指摘を踏まえ、要素技術の段階的な達成と

体系化に向けた取りまとめの目標と達成状況

を反映可能なアウトプット指標・アウトカム

指標の設定を検討する。 

＜知財・標準化戦略について＞ 

 知財・標準化戦略について、方針として異論は

ないが、本事業において、達成状況を評価する

うえで参考にできる記述がほしい。逆に、達成

状況の項目に、規制当局との対話等に関連する

記述があればそれでもよいと思う。（浜田委

員） 

 国際連携のもとで社会実装へとつなげる道筋に

ついては、常に点検・評価できる体制を強化す

る必要がある。オブザーバーの参画は必要であ

るが、その人選については十分に慎重な検討が

求められる。（竹山委員） 

 評価項目１．（3）の知的財産、標準化戦略につ

いて、評価を行うために必要な情報が十分開示

いただいていないように思料する。前提とされ

る必要な情報を国内外から収集し、知財、オー

プン・クローズ戦略へ対応する基盤を整備され

ている点は評価されるが、具体的な戦略につい

て詳細を提示いただきたかった。（上條委員） 

 処分事業は各国の政策や地質環境条件等によ

って異なるため、国際標準として整備すること

は困難であるが、地下空洞型処分については、

外部専門家等（5 名）により構成される評価委

員会にオブザーバーとして原子力規制庁が参加

し、今後、規制当局において規程類が策定され

る段階に向けては、安全かつ合理的な規制とな

るよう方向付けを行っている。 

 社会実装へとつなげる道筋については、国内

外の状況の変化にも対応できるよう、オブザー

バーを含む評価委員会の人選についても、適宜

見直しながら進めていく。 

 知財・標準化に向けた具体的な戦略について

も、評価委員会を中心に検討を進めていく。 

＜要素技術の体系化について＞  これまでに要素技術として開発した 3 次元初
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 低レベル放射性廃棄物処分システムとしての実

装が最終的に必要な中、研究項目として進めて

いる個別の要素技術をどのように体系化してい

くのかといった点をより明確にした研究開発が

進むことを期待したい。（德永委員）

期地圧の測定装置や地震時における中深度処

分施設の空洞安定性並びに施設挙動の解析技

術、および技術オプションの選択やそれらを

組み合わせた処分システム（設計オプショ

ン）の絞り込み手法の実用化に向けて引き続

き精度の向上等の改良を進めていく必要があ

るほか、六ケ所村の試験空洞への適用を通じ

て適用性や適用条件等を整理し、これらの技

術を事業者が活用できるようにするための方

法論や考え方の整備を通じて体系化してい

く。 

＜技術課題の全体像について＞ 

 低レベル放射性廃棄物の処分に関して、国内外

の技術的課題の全体像を示した上で、本事業で

の研究開発内容の位置づけが説明されている

と、事業内容の重要度などがよりわかりやすく

なると思う。（渡邊委員）

 アウトカムである「廃止措置の円滑な推進」の

ためには、中深度のみでなく、ピット、トレン

チの処分施設の整備も必要であり、L2、L3 廃棄

物の管理に関する課題・それらの解決に向けた

アプローチについて。対応済み、解決済みのも

のも含めて、全体像が説明されていると良い。

（渡邊委員） 

 同様に、クリアランス対象物として、廃止措置

の進展に伴ってコンクリートも発生してくるた

め、コンクリートの対応策についても示されて

いることが望ましい。（渡邊委員）

 第 7 次エネルギー基本計画において、「廃炉等

に伴って生じる廃棄物は、低レベル放射性廃

棄物の処分場確保を含めた処理・処分を、発

生者責任の原則の下、原子力事業者等が着実

に進めることを基本としつつ、国として、そ

の円滑な実現に向けた戦略を検討し、必要な

サポートや指導を行う」との方針が示され

た。この方針のもと、国内外の技術的課題の

全体像も踏まえ、処分場の確保を含む処理・

処分の円滑な実現にむけた戦略を検討してい

く。 

＜クリアランス事業の総括について＞ 

 クリアランスについては、この事業での取り組

みの内容が、高レベル、低レベルを通して他の

事業と異なる部分が多く、この内容・方法が国

民理解の醸成に向けて効果的であったのか、改

善する必要のある分野があるのか、クリアラン

ス以外の放射性廃棄物管理に関する事業への展

開の可能性があるのかといった事柄についての

総括があると良い。（渡邊委員） 

 これまでクリアランス物の加工が鋳造に限定

的であったものの、2023 年度以降は電炉メー

カー等の方々の協力も得ながら、より需要規

模の大きい建材に向けた加工にも取り組み、

連続鋳造した際の安全性や加工プロセスを確

認したほか、電力事業者と協力して国として

も理解活動を促進し、2024 年 10 月時点で電力

外を含む 19 都道府県で約 5,900 個のクリアラ

ンス物の再利用の実施に至っていることから

一定の効果があったと認識。一方でフリーリ
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リースにむけては、さらなる利用先の拡大が

求められることから、クリアランス以外の廃

炉等に伴って生じる低レベル放射性廃棄物の

処理・処分の全体の戦略の検討の中で、その

方策を具体化していく。 

 

（２）目標及び達成状況 

問題点・改善点・今後への提言 対処方針（素案） 

＜アウトカム・アウトプットの設定について＞ 

 高レベル廃棄物処分の事業と同様に、アウトカ

ム指標や目標は「～するために必要な検討項目

数」などの表現になっているが、研究開発の指

標や目標としては不適切である。また、アウト

プット指標が「成果の外部発表数」となってい

るが、実際の研究開発のアウトプットは「堆積

岩用計測装置」や「設計オプションの立案」で

あったように見える。これらについて、どのよ

うな性能の装置や設計オプションが必要で、そ

れらがどのようにして達成されたのかを明示し

ていただきたい。また、次年度以降の計画に適

切な表現として反映されることを期待する。

（鈴木委員） 

 アウトカムは達成すべきマイルストーンが対象

であり、技術開発の達成件数は指標として不適

当と考えられる。（秋澤委員） 

 アウトプットは具体的な技術的達成度となるべ

きである。外部発表数や技術件数の指標では技

術開発の質的達成状況が把握できない。（秋澤

委員） 

 アウトプット、アウトカムの設定を見直す必要

があると思う。アウトカム目標については実施

したかどうかのみをカウントしており、アウト

プット目標についても発表数のみであり、技術

水準がどこまで向上したのかが判断できない。

報告を見ると、内容的には適切に実施されてい

るものと思うので、各課題がどの程度クリアさ

れたのかを示す工夫をしていただきたい。（浜

田委員） 

 中深度処分の規制基準（2021 年 10 月）では

「複数の施設設計の案を比較検討し、放射性

物質の移動を抑制する性能に優れた設計を策

定すること」や「埋設の終了後 300～400 年程

度の廃棄物埋設地の外への放射性物質の漏出

の防止」、「１０万年後に７０メートル以上の

深度を確保すること」等が求められている。

これらの規制基準に対応するため、１００メ

ートル程度までを想定し、初期地圧を極力、

場を乱すことなく、かつ、効率的に測定でき

る基盤技術や、複数の技術オプションに（多

様な選択肢）について、掘削可能な地下空洞

の形状・寸法、地下環境、人工バリアの長期

的な安全性等を比較検討できるようにするこ

とが必要である。 

 このうち初期地圧の測定技術については、堆

積軟岩を対象に鉛直孔井において、３次元初

期地圧測定が可能な方法（円錐孔壁ひずみ

法）を新たに開発し、室内検証試験におい

て、既知応力を再現できることを確認すると

ともに、現場での一連のデータが取得できる

ことも確認した。 

 設計オプションの比較については、設計プロ

セスの具体的な手順（フロー）を提案し、そ

れに従って実施した事例検討を通じて、設計

案の策定から選定に至る一つの考え方を示し

た。 

 ご指摘のように、上記のような達成すべきマ

イルストーンや技術的な達成度が適切に評価

できるよう、今後に向けてはアウトプット指
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 最終的な目標である低レベル放射性廃棄物処分

システムに対するアウトカム、アウトプットと

いった視点からの指標・目標を設定することが

あってもよいように思う。そのような指標・目

標の設定の試みそのものが、システムとしての

パフォーマンスに期待する技術における研究開

発の方向性を自律的に位置付ける重要な活動の

一つになるという見方もあると思う。（德永委

員） 

 アウトプット目標及び達成状況については、一

定の評価はできるが、論文発表はなされている

ものの、特許出願件数などの数値が出ておら

ず、オープン・クローズ戦略に基づいた戦略と

アウトプットの関係性が明確に見えてこないと

思料する。（上條委員） 

標やアウトカム指標の具体化・明確化を行っ

ていくとともに、知財・標準化に関する戦略

との関係性を整理する。 

＜クリアランス事業のアウトプットについて＞ 

 クリアランス事業のアウトプットについては、

事業内容が他と異なり、論文数などでの評価が

難しいが、社会的意義などを定性的に評価でき

ると良い。（渡邊委員）

 「1。意義・アウトカム達成まで道筋」と関係

し、必要な技術開発分野の全体像(L1、L2、L3

それぞれについて、既知のもの、未知のもの、

優先順位)などの全体像の中にアウトプットが

示されていると、その意義がよりわかりやすく

なると思う。（渡邊委員）

 クリアランスについては、より需要規模の大

きい建材に向けた加工実証により、連続鋳造

した際の安全性や加工プロセスが確認された

ことや、電力事業者と協力して国としても理

解活動を促進し、2024 年 10 月時点で電力外を

含む 19 都道府県で約 5,900 個のクリアランス

物の再利用等を実施している状況。

 ご指摘を踏まえ、本件との意義や達成状況を

反映可能なアウトプット指標・アウトカム指

標の設定を検討する。

＜国民理解を進めていくための取り組みについて

＞ 

 クリアランス対象物に関しては、運用が始まっ

ていることは評価されるべきだが、実施範囲が

ベンチ等相当狭いものとなっており、「より需

要規模の大きい建材加工」に向け技術的な課題

が残っているのか確認いただくとともに、広報

を含めたより広い適用を進めるための課題整理

をお願いしたい。科学的に安心感を醸成する方

法など、研究開発の立場からできることがある

のではないか、最終報告までに盛り込まれるこ

とを期待したい。（浜田委員）

 第 7 次エネルギー基本計画において、「廃炉等

に伴って生じる廃棄物は、低レベル放射性廃棄

物の処分場確保を含めた処理・処分を、発生者

責任の原則の下、原子力事業者等が着実に進め

ることを基本としつつ、国として、その円滑な

実現に向けた戦略を検討し、必要なサポートや

指導を行う」との方針が示された。この方針の

もと、国内外の技術的課題の全体像も踏まえ、

処分場の確保を含む処理・処分の円滑な実現に

むけた戦略を検討していく中で、クリアランス

に関しても新たな技術的な課題や、安心感を醸

成するための方法論に係る課題についても検討
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 リスクコミュニケーションを含む社会受容に向

けた積極的なアクションについては、本事業単

独あるいは他事業との連携のもとで、確実に取

り組むべきである。また、クリアランス金属の

実用化にあたっては、社会実装の観点から費用

対効果、特にコスト構造についても十分な検討

を行うことが求められる。（竹山委員）

し、適宜研究開発にもフィードバックしてい

く。 

（３）マネジメント

問題点・改善点・今後への提言 対処方針（素案） 

＜国民理解を進めていくための取り組みについて

＞ 

 中深度処分に関しては、閉鎖後のアクセス可能

性や数 100 年にわたる管理・モニタリング継続

の観点から、ある意味地層処分以上に国民理解

や地元理解の推進が重要になるものと考えられ

る。また、クリアランス廃棄物をフリーリリース

するのであれば、国民理解を一層進める必要が

あると考える。このため、高レベル廃棄物処分事

業と同様に、他の機関やプログラムに「高レベル

廃棄物処分の評価項目１」で示したようなテー

マの設定と外部評価委員会が設置されていない

のであれば、本事業内での設置を検討すること

も必要ではないかと考える。（鈴木委員） 

 第 7 次エネルギー基本計画において、「廃炉等

に伴って生じる廃棄物は、低レベル放射性廃

棄物の処分場確保を含めた処理・処分を、発

生者責任の原則の下、原子力事業者等が着実

に進めることを基本としつつ、国として、そ

の円滑な実現に向けた戦略を検討し、必要な

サポートや指導を行う」との方針が示され

た。この方針のもと、国内外の技術的課題の

全体像も踏まえ、処分場の確保を含む処理・

処分の円滑な実現にむけた戦略を検討してい

く。こうした検討のなかで、国民理解や地元

理解の推進に必要となる方策も含め、新たな

研究開発が必要になるかどうかも含めて検討

した上で、適宜研究開発にもフィードバック

する。本事業の中で研究開発として実施する

際には、個別テーマごとに外部評価委員会を

設置し、進捗管理を行う。 

＜中深度処分に係る研究項目の設定について＞ 

 中深度処分における課題を抽出して研究を進め

ているが、どのようなプロセスを通して項目を

選定したのか、また、その見直し等をどのよう

に行うのかといった視点からの研究開発の在り

方もぜひ検討を継続して行っていただきたい。

（德永委員）

 低レベル放射性廃棄物処分は、世界各国におけ

る課題となっており、その中には共通したもの

も少なくない。そのような視点から、日本にお

ける研究開発がどのように国際的に貢献してい

 地下空洞型処分調査技術高度化開発について

は、オブザーバーとして原子力規制庁、日本

原燃株式会社、電気事業連合会といった、廃

棄物処分に関係する機関が参加し、適宜意見

交換を行いつつ事業に資するとりまとめが出

来るよう調整しつつ、研究開発項目を設定し

ている。また、中深度処分については、中深

度処分の規制基準（2021 年 10 月）を踏まえ、

適宜見直しも行っている。

 さらに、第 7 次エネルギー基本計画を踏まえ

た処分場の確保を含む処理・処分の円滑な実
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るのか、また、国際的な協調を通して日本の事

業推進にも資するような体制を構築するにはど

のようなマネジメントがありうるのかといった

検討を通して、国際協調下での事業という観点

も意識されてもよいと思う。（德永委員） 

現にむけた戦略の検討の中で、国際的な動向

も踏まえて、研究開発へのフィードバックも

適宜行っていく。 

＜高レベル放射性廃棄物に適用されている技術の

応用について＞ 

 予算、体制ともに、高レベルと比べると小規模

であるため、すでに前回評価で指摘されたとお

り高レベルに適用されている技術を応用するな

ど、引き続き柔軟に進めていただきたい。（浜

田委員）

 中深度処分に関しては、地下水年代測定や塩

水影響を考慮した地下水流動の調査・評価手

法等、高レベル放射性廃棄物等の地層処分に

関する技術開発委託費の方で技術開発を行っ

ている成果が適用可能であり、これらも活用

しながら、効率的に研究開発を進めていく。

＜アウトカム・アウトプットの設定について＞ 

 実際に処分場を選定し、処分を実行するまでに

はまだまだ課題があると思われるので、今後の

課題設定が特に重要である。今回提示された計

画では具体的なところが示されていないので、

アウトプット、アウトカムの設定も含め、マネ

ジメントの強化をお願いしたい。（浜田委員） 

 ご指摘踏まえ、本件との意義や達成状況を反

映可能なアウトプット指標・アウトカム指標

の設定の見直しも含め、マネジメントの強化

を行っていく。

＜成果報告について＞ 

 成果報告をもっと積極的に推進する。（竹山委

員）

 研究成果の発信については、中深度処分に関

して、28 件の外部発表（うち査読付論文 1

件、国際学会発表 1 件）を行っているが、前

回評価の 27 件（うち査読付論文が 4 件）に

対しては査読付論文が減少している状況。成

果発信は国内外の技術者・研究者への理解促

進の上で重要であり、積極的な学会発表や論

文投稿を進め、理解促進、技術の信頼性向上

を図っていく。



 

１６ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２章 評価対象事業に係る資料 
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アウトカム・アウトプットに関する追加資料

追1

アウトカム・アウトプットの再設定の考え⽅
 本事業は、処分事業の円滑化に資する技術の先⾏的な整備を⽬的に実施。
 放射性廃棄物処分の安全性について社会に受け⼊れていただくために、今後、実施主体が処分システムとして
の安全性に関する論拠（セーフティケース）を提⽰し、社会とのコミュニケーションを積み重ねることによっ
て、処分全体の安全性を説明していく。この⼿法は国際的な共通認識である（IAEA SSR-5等）。

 セーフティケースを軸に研究開発⽬標を設定することで、⽬標設定の妥当性（必要な研究・技術開発が実施さ
れているかどうか等）や⽬標の達成状況（⽬標に向かってどこまで進んでいるか等）の実質的な評価が可能。

 中深度処分については既存のセーフティケースがないため、⾼レベル放射性廃棄物の地層処分のセーフティ
ケース（NUMOのセーフティケース）を参考に評価する。

 最新知⾒を反映した地層処分の基盤となる技術
の信頼性向上と体系的な整備

【再設定したアウトカム⽬標】

【再設定したアウトプット⽬標】
【短期⽬標】
 「研究計画」に照らして「適切に進捗してい

る」と評価された技術開発要素数
【⻑期⽬標】
 セーフティーケースの技術的信頼性向上に貢献

する要素技術の開発・整備

①地層処分に適した地質環境の選定およびモデル化

②処分場の設計と⼯学技術

③閉鎖後⻑期の安全性の評価

【参考】NUMOセーフティケースの構造



追2

アウトカム・アウトプット再設定理由・根拠
 中深度処分の実施に必要な技術基準が明確化されていない現状を踏まえつつ、今後5カ年で取り組

むべき技術的課題を踏まえ、2024年度に「研究計画」を作成した。種々の検討項⽬を着実に実施
し、開発⽬標を段階的に達成していく観点から、各研究開発項⽬における「研究計画」に照らし
た進捗状況・達成度が適切であることを短期アウトプットとして設定し、その評価を複数名の外
部専⾨家で構成される外部評価委員会で実施する。

 中深度処分の安全性について社会に受け⼊れていただくために、中深度処分システムとしての安
全性に関する論拠を提⽰し、社会とのコミュニケーションを積み重ねることによって、中深度処
分全体の安全性を説明することが必要となる。この説明⽂書「セーフティケース」を、事業全体
を俯瞰して作成・更新していくための基盤技術を整備する観点から、セーフティケースへの貢献
に必要な項⽬を⻑期アウトプットとして設定する。

 中深度処分の実施に必要な技術基準が明確化されていない現状を踏まえつつ、操業開始までの⻑
期的な展開を視野に⼊れ、常に最新の知⾒を反映して技術的信頼性の向上を図ることで処分を円
滑に進めていくため、評価時点において、体系的に構築された中深度処分の基盤となる技術が、
必要⼗分性と最新知⾒に照らした妥当性を満たしていることをアウトカムとして設定する。

追3

地下空洞型処分総合評価技術開発 研究実施項⽬

②処分場の設計と⼯学技術

③閉鎖後⻑期の安全性の評価

①地層処分に適した地質環境の選定およびモデル化

低拡散層の配合及び⻑期的な品質に関する研究
①低拡散層の拡散性に対するひび割れ解析技術の向上
②低拡散層のバリア性能の低下抑制に関する研究
③ベントナイト混合⼟の透⽔特性評価と遮⽔性発現メカニズムに関する研究

モックアップ施設を⽤いたモニタリング

地震時の解析技術の⾼度化に関する研究

空洞周辺のバリア性能向上に関する研究



②処分場の設計と⼯学技術

4

モックアップ施設を⽤いたモニタリング

達成⽬標︓廃棄物埋設地及びその周辺の地質環境に係る物理的・化学的特性、⼈⼯バリアの性能や⼈⼯バリア及び天
然バリアの機能に関係する地下⽔の状態等の確認のためのデータ取得に必要な地下⽔等モニタリングの⽅法論や考え
⽅を整備する

アウトカム・アウトプット設定例（1）
アウトプット（2025~2029）
⽬標
• 地下⽔の状態等の確認のための

データ取得に必要な地下⽔等モ
ニタリングの⽅法論や考え⽅の
整備

指標
• セーフティケースにおける「処

分場の設計と⼯学技術」の技術
的信頼性向上への貢献度

アウトカム
⽬標
• 中深度処分の基盤となる技術

の整備と信頼性向上
指標
• 体系的に構築された技術の必

要⼗分性と最新知⾒に照らし
た妥当性

①地層処分に適した地質環境の選定およびモデル化

2025 2026 2027 2028 2029

既往研究の調査・分析に係る調査対象（例） L2における類似環境下でのgン⼀試験例のイメージ

③閉鎖後⻑期の安全性の評価
追4

②処分場の設計と⼯学技術

5

低拡散層の配合及び⻑期的な品質に関する研究

アウトカム・アウトプット設定例（2）
アウトプット（2025~2029）
⽬標
• 低拡散層（セメント系材料）の

ひび割れ状態を考慮した拡散性
能評価⼿法の精度向上、ひび割
れ補修（⾃⼰修復）や緻密化へ
の適⽤を想定したコンクリー
ション技術の適⽤性の検討、透
⽔係数評価式の提案及び遮⽔性
発現メカニズムの把握

指標
• セーフティケースにおける「処

分場の設計と⼯学技術」の技術
的信頼性向上への貢献度

アウトカム
⽬標
• 中深度処分の基盤となる技術

の整備と信頼性向上
指標
• 体系的に構築された技術の必

要⼗分性と最新知⾒に照らし
た妥当性

①地層処分に適した地質環境の選定およびモデル化

①低拡散層の拡散性に対するひび割れ解析技術の向上
達成⽬標︓低拡散層（セメント系材料）のひび割れ状態を考慮
した拡散性能評価⼿法の精度向上

②低拡散層のバリア性能の低下抑制に関する研究
達成⽬標︓セメント系⼈⼯バリアのひび割れ補修（⾃⼰修復）
や緻密化への適⽤を想定したコンクリーション技術の適⽤性の
検討

③ベントナイト混合⼟の透⽔特性評価と遮⽔性発現メカニズムに
関する研究
達成⽬標︓ベントナイト混合⼟の汎⽤的な透⽔係数評価式の提案
及び遮⽔性発現メカニズムの把握

2025 2026 2027 2028 2029

2025 2026 2027 2028 2029

2025 2026 2027 2028 2029

ベントナイト混合⼟の透⽔性発現メカニズムの整理案

③閉鎖後⻑期の安全性の評価

コンクリーション技術によるセメント系⼈⼯バリアのひ
び割れ補修（⾃⼰修復）のイメージ
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②処分場の設計と⼯学技術

6

地震時の解析技術の⾼度化に関する研究

達成⽬標︓表層部に着⽬した地質調査、地震動計測、物理探査を実施し、表層部の解析パラメータの精度を向上させ、
地震時の解析技術の⾼度化する。

アウトカム・アウトプット設定例（3）

アウトプット（2025~2029）
⽬標
• 表層部の解析パラメータの精度

向上による地震時の解析技術の
⾼度化

指標
• セーフティケースにおける「処

分場の設計と⼯学技術」の技術
的信頼性向上への貢献度

アウトカム
⽬標
• 中深度処分の基盤となる技術

の整備と信頼性向上
指標
• 体系的に構築された技術の必

要⼗分性と最新知⾒に照らし
た妥当性

①地層処分に適した地質環境の選定およびモデル化

2025 2026 2027 2028 2029

③閉鎖後⻑期の安全性の評価
追6

③閉鎖後⻑期の安全性の評価

②処分場の設計と⼯学技術
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アウトカム・アウトプット設定例（4）

アウトプット（2025~2029）
⽬標
• 埋め戻し後の空洞周辺の地下⽔

流動抑制へのコンクリーション
技術の適⽤性の確認

指標
• セーフティケースにおける「処

分場の設計と⼯学技術」の技術
的信頼性向上への貢献度

アウトカム
⽬標
• 中深度処分の基盤となる技術

の整備と信頼性向上
指標
• 体系的に構築された技術の必

要⼗分性と最新知⾒に照らし
た妥当性

①地層処分に適した地質環境の選定およびモデル化

空洞周辺のバリア性能向上に関する研究
達成⽬標︓実験・調査により、埋め戻し後の空洞周辺の地下⽔流動抑
制へのコンクリーション技術の適⽤性を確認する。

2025 2026 2027 2028 2029
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アウトカム・アウトプット 再設定
達成状況アウトカム⽬標アウトカム指標

2027年度までの達成状
況を踏まえて記載 中深度処分の基盤となる技術の整備 体系的に構築された技術の必要⼗分性、最新知⾒に照らした

妥当性

達成状況アウトプット⽬標アウトプット指標

2027年度までの達成状
況を踏まえて記載

モックアップ施設を⽤いたモニタリング

 外部評価委員会における、「研究計画」に
照らした進捗状況の評価

短期⽬標
（各年度）

低拡散層の配合及び⻑期的な品質に関する研究

地震時の解析技術の⾼度化に関する研究

空洞周辺のバリア性能向上に関する研究

2027年度までの達成状
況を踏まえて記載

地下⽔の状態等の確認のためのデータ取得に必要な地下⽔等モニタリング
の⽅法論や考え⽅の整備

 セーフティケースにおける「処分場の設
計と⼯学技術」 の技術的信頼性向上への
貢献度⻑期⽬標

2029年度

低拡散層（セメント系材料）のひび割れ状態を考慮した拡散性能評価⼿法
の精度向上、ひび割れ補修（⾃⼰修復）や緻密化への適⽤を想定したコン
クリーション技術の適⽤性の検討、透⽔係数評価式の提案及び遮⽔性発現
メカニズムの把握

表層部の解析パラメータの精度向上による地震時の解析技術の⾼度化

埋め戻し後の空洞周辺の地下⽔流動抑制へのコンクリーション技術の適⽤
性の確認

 セーフティケースにおける「閉鎖後⻑期
の安全性の評価」の技術的信頼性向上へ
の貢献度
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